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1. 1 はじめに

 主に化石燃料の使用によって、大気中の二酸化炭素濃度は上昇し続けている（Dhakal et al., 2022; IPCC, 

2022）。その中で、森林は炭素の吸収源として機能する（Valentini et al.,  2000）。しかしそれと同時に、

伐採を行うことによって森林は炭素放出源にもなり得る。しかし、伐採によって森林バイオマスから失われ

た炭素は、木材製品として固定されたり、林地残材として林内にとどまったりと、即座にすべてが大気中に

放出されるわけではない。すなわち、伐採は炭素放出ではなく、森林バイオマスという炭素プールから、伐

採木材製品（HWP)や林地残材といった異なる炭素プールへと炭素を移動させる力として捉えることができる。

伐採木材製品の炭素蓄積は、パリ協定下で森林の二酸化炭素排出・吸収量の算定に計上できるものである。

日本では、2020 年度の森林の二酸化炭素吸収量約 4050 万 t-CO2 のうち、約 285 万 t-CO2 が伐採木材製品に

よる炭素貯蔵量であり、この値は農地・牧草地の吸収量（約 270 万 t-CO2）や都市緑化等による吸収量（約

130 万 t-CO2)よりも大きな値となっている（林野庁、2022）。このように森林の炭素吸収・排出を考える上で

は伐採木材製品の考慮も欠かせないものであると言える。また、伐採木材製品は炭素固定による炭素貯留効

果だけでなく、エネルギーとして木材を利用することで化石燃料の使用を代替して炭素放出量を削減する効

果や、生産・利用過程でエネルギーを大量に消費する素材を代替することによって炭素放出量を削減する効

果を持っている（佐藤、2021）。そのため、森林バイオマスの成長に伴う炭素吸収量、伐採木材製品の利用に

よって生じる炭素貯留効果に加えて、これらの代替効果も森林から生じる炭素放出量削減効果として捉える

ことができると考えた。 

 日本は国土の約３分の２が森林であるが、そのうちおよそ４割は人工林である。現在、日本の人工林は

その半数が 50 年生を超えており、本格的な利用期を迎えている（林野庁、2022）。カーボンニュートラルの

実現のためには、森林を伐採せずに森林バイオマスの蓄積を増やすよりも、伐採を行って木材利用を進めて

いくことが重要である。「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」（令和３年 10 月 22 日閣議決定）で

は、「利用期を迎えた人工林について「伐って、使って、植える」循環利用を確立し、木材利用を拡大しつつ、

成長の旺盛な若い森林を確実に造成していくことが重要である」と述べられている通り、伐採・再造林の推

進と木材利用の拡大が国の重要課題となっている。 

 本研究では、このような社会的、政策的背景を踏まえて、伐採を行って木材を利用することの公益的意

義を明らかにしようとした。山形県鶴岡市旧温海町民有林のスギ人工林を対象にした。持続的に森林を経営

し、公益的機能を発揮させるためには、木材生産を行って収益を得る必要があるため、木材生産を前提とし

た森林経営を評価対象にした。大気中の炭素が樹木によって固定され、HWP を経て、再び大気中に放出され

るまでを 1 つのライフサイクルとして捉え、その過程で生じる炭素放出量削減効果を統合的に評価し、主伐

を行うことの利点を炭素放出量削減の観点から明らかにした。ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）の先

行研究をもとに、森林経営の炭素放出量削減効果について全体的な傾向を明らかにした。炭素放出量削減効

果は木材のライフサイクルを通した総合的な効果であり、大きく３つの炭素プールに分けることができる。1

つ目は林内の炭素蓄積であり、これは立木蓄積に加え、伐採によって生じる根株と枝条リターも含んでいる。

2 つ目は HWP の炭素蓄積であり、本研究で考慮した HWP は建築資材（製材）、パーティクルボード（PB）、紙

である。3 つ目が非木材製品を木材製品で代替することによる潜在的な炭素放出量削減効果である。本研究

では非木造住宅を木造住宅で代替する効果と、化石燃料を木質バイオマス燃料で代替する効果の 2 種類の代

替効果を考慮した。 

日本では、都道府県ごとの伐採木材製品の炭素固定量についての先行研究（松本・加用、2021）や、各木

材製品についてのＬＣＡ研究（Nakano et al., 2018;桂, 2001 ;林野庁木材利用課, 2016）は存在する。ま
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た、近年は CLT に関する LCA 研究も進みつつある（Nakano et al., 2020a; Nakano et al., 2020b）。しかし、

森林から生じる他の効果との関連を分析した研究はない。海外でも木材製品に関する LCA 研究は多く行われ

ている。特に、木造建築物は、その大きな炭素貯留効果から気候変動対策として注目されている。Fauzi et 

al.(2021)はハイブリッド木造高層ビルに対する LCA を行い、Carcassi et al.(2022)はバイオベースの断熱

材の使用による温室効果ガス排出の減少を評価した。Cordier et al.(2022）は LCA と動的モデリングの組み

合わせを試みた。Resch et al.(2021)は、建築物の耐用年数が結果に大きく影響を与えることを示した。Himes 

and Busby(2020)は中層ビルの LCA に関する 18 の事例を比較した。木造建築物に関する各国の研究事例とし

ては、カナダの事例(Head et al., 2021)や中国の事例(Chen et al., 2022)、バングラデシュの事例(Islam et 

al., 2022)、マレーシアの事例(Balasbaneh and Bin Marsono, 2018)などがある。Sahoo et al.(2019)は木

材製品の LCA に関するレビューを行い、ライフサイクルの中で製品製造の段階が最も大きな環境影響を与え

る傾向があることを示した。Nabuurs and Mohren(1995)は森林蓄積と HWP 蓄積を合わせて森林の炭素吸収を

分析した。加えて、ライフサイクルアセスメントを用いることで代替効果も考慮して、森林の炭素放出量削

減効果を評価した研究では、アメリカ太平洋岸北西部を対象としたもの（Perez-Garcia J et al, 2005)やス

ウェーデンを対象としたもの（Eriksson et al., 2007)があるが、いずれも林分レベルでの評価である。ま

た、地位については考慮されていない。林分レベルの評価を通して、主伐の炭素放出量削減効果への影響や

炭素放出量削減効果の時間的変動の特徴が理解できる。その一方で、森林経営計画全体の炭素放出量削減効

果を評価するためには地域レベルでの評価が必要となる。また、地位の良いところを積極的に管理すること

は木材生産量の増大につながるので、森林経営計画において地位の考慮は重要である。そこで本研究では、

林分レベルと地域レベルという２つの地理的スケールと、３つの地位を考慮した。 
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2. 方法 

2.1 対象地の説明 

 対象地は山形県鶴岡市旧温海町のスギ人工林である。この森林は温海町森林組合によって管轄されてい

る。Suzuki et al.(2018)はこの森林を森林管理ユニットに分け、収益の最大化を目的として、それぞれのユ

ニットに最適な育林体系を割り当て、収穫計画を策定した。このとき、収益が得られない林分は計画に含ま

れていない。本研究では Suzuki et al.(2018)が設定したユニットおよび収穫計画に基づいて計算を行う。

収穫計画の対象となったユニット数は 657 であり、地位級は 3、4、5 の３つに分かれている。地位級別の面

積はそれぞれ、763.39ha、2384.08ha、485.23ha である。育林体系は伐期齢および主伐と間伐の有無にかか

わる。16 通りの育林体系が存在し、伐期齢を 50 年から 120 年まで 5 年刻みに設定した 15 通りと、主伐を行

わない 1 通りを含んでいる。いずれの育林体系でも 20 年、40 年で 30%の切捨間伐を行い、伐期齢が 75 年以

上または主伐なしの場合は、さらに70年で25%の搬出間伐を行う。搬出間伐および主伐では全幹集材を行い、

枝条は林地に残される。また、作業システムはチェーンソー、グラップル、プロセッサ、フォワーダから構

成される車両系作業システムが想定されている。地位が良いほど、伐期齢の短い林分の面積が多くなった。 

 

2.2 計算方法 

 材積の成長予測は、収穫表(山形県、1980)から推定した樹高成長曲線と林分密度管理図（林野庁、1979)

を用いている。収穫材積の算定には、鈴木・龍原(2016)の採材プログラムを用いた。このプログラムでは収

穫材は A 材、B 材、C 材に区別される。A 材、B 材、C 材は正確な定義があるものではないが、本研究では A

材は曲がりが極めて小さく材質に欠点が無い優良材、B 材は採材された A 材以外の材、C材は丸太の採材でき

ない部分、とした。各種材の収穫材積は、木材製品の炭素蓄積量および代替効果の算出に用いられる。森林

バイオマスへの炭素蓄積量は、材積に、容積密度、バイオマス拡大係数、地上部に対する地下部比率、乾重

量あたりの炭素含有率を乗じることで算定される。炭素含有率以外のパラメータは樹種によって異なるが、

本研究ではスギ林を対象としている。各種パラメータの値は、日本国温室効果ガスインベントリ報告書（国

立環境研究所、2020)の値を用いた。すなわち、容積密度 0.314 t/m3、バイオマス拡大係数 1.23、地下部比

率 0.25、炭素含有率 0.51 tC/t である。 

 伐採によって、樹木の幹部分は林地から搬出され、木材利用段階に移行し、伐採後には樹木の枝条と根

株が林地に残る。林地に残されたこれらのバイオマスは、一定期間炭素をストックするが、徐々に分解され

て大気中に炭素を放出することになる。枝条および伐採根株の分解は、Olson(1963)の指数分解モデルによっ

てモデル化した（式１）。また、枝条リターの分解定数(k)の値は 0.10 とし（森貞・中岡、2008）、伐採根株

の分解定数は酒井ら(2008)の結果から 0.035 を妥当な値として採用した。 

 

ただし、 は t年における残存量、 は初期量、k は分解定数を表す。 

 木材利用段階では、木材利用方法は材の質（A 材、B 材または C材）に応じて異なる。本研究では、木材

流通経路の正確な再現よりも、炭素放出量削減効果の統合的な分析を目的としているため、A材は建築資材、

B 材はパーティクルボード（PB)、C 材はバイオマス燃料または紙に利用されると仮定した。木材利用段階に

おける炭素放出量削減効果は大きく 2 つに分けることができる。1 つ目が、木材製品の炭素蓄積である。伐

採によって森林バイオマスから取り除かれた炭素は、伐採後すぐに大気中に放出されるわけではなく、一定

期間は木材製品中に固定され、木材製品の廃棄によって大気中に放出される。この固定期間は木材利用方法 

によって異なる。2 つ目は、非木材製品を木材製品で代替することによる、潜在的な炭素放出量の削減で

ある。一般的に、非木材製品はその製造・加工段階において、木材製品よりも多量のエネルギーを消費し、

多量の炭素を放出する。したがって木材製品を利用することで炭素放出量を減らすことができる。 

 木材製品の炭素蓄積の変化は、Schelhaas(2004)の減衰関数を用いてモデル化した（式２）。この減衰関

数では製品ごとに半減期を設定する必要がある。建築用木材、パーティクルボード、紙の半減期は IPCC(2014)

の値を用い、それぞれ 35 年、25 年、2年とした。また、C材のバイオマス燃料利用の場合は、炭素の固定期

間は非常に短いと考えられるため、木材製品の炭素蓄積は考慮せず、代替効果のみを考慮することとした。 

  （式２） 
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ただし、 は t年後の木材製品の炭素蓄積量、L は木材製品の半減期を表す。 

 代替効果については、燃料代替効果と建築資材代替効果の 2 種類を考慮した。燃料代替効果は、化石燃

料をバイオマス燃料で代替した場合に回避できる炭素放出量として計算された。このとき、日本で特に使用

量の多い化石燃料である石炭と天然ガス(LNG)を、半分ずつバイオマス燃料で代替することを想定した。 

 

Yoshioka et al.(2005)は林地残材を燃料としたエネルギー供給システムによって排出される二酸化炭素量

を 61.8 kg-CO2/MWh と示した。これは林地残材のチップ化、林内の運搬、輸送および発電プラントでの乾燥、

発電による二酸化炭素排出量が含まれている。各工程において必要な林業機械および発電プラントを用意す

るための設備エネルギーと、林業機械の運用による燃料消費、発電プラントの修理とメンテナンスに必要な

エネルギーが考慮された。また、今村ら(2016)は石炭火力発電プラントによる二酸化炭素排出量が 943 

kg-CO2/MWh、LNG 火力発電プラントによる二酸化炭素排出量が 599 kg-CO2/MWh と算出した。これはプラント

の建設と運用、燃料の採掘、加工、輸送、発電の各工程における二酸化炭素排出量が含まれている。したが

って、石炭と LNG を半分ずつ使用したとき、化石燃料による二酸化炭素排出量は 771 kg-CO2/MWh (= 

(943+599)/2) である。よってライフサイクルを通したバイオマス材の代替効果は、火力発電による二酸化炭

素排出量とバイオマス発電による二酸化炭素排出量の差をとることで 709.2 kg-CO2/MWh（=0.0537 tC/GJ）

と計算された。さらにバイオマス燃料の単位発熱量は J クレジット方法論より 18.4 GJ/dry-t である。 

 0.0537 (tC/GJ) × 18.4 (GJ/dry-t) / 0.51 (tC/dry-t) = 1.94 (tC/tC-bio) 

より、燃料代替効果は 1.94 tC/tC-bio と計算された。 

 

建築資材代替効果は、非木造住宅を木造住宅に置き換えた場合に追加的に必要な単位木材量当たりに、回

避される炭素放出量として計算される。非木造住宅としては特に着工数の多い鉄骨造と鉄筋コンクリート造

の 2 種類を考慮した。林野庁(2021)および林野庁木材利用課(2016)より構造別の住宅一戸（床面積 125.86 m2）

当たりの炭素貯蔵量と住宅のライフサイクル（資材製造、建設、運用、改修および廃棄）を通した炭素排出

量は表１の通りである。したがって鉄骨プレハブ造住宅および鉄筋コンクリート造住宅を木造住宅に置き換

えた際の炭素放出量削減量は、追加木材炭素 1tC 当たりそれぞれ 2.16 tC、2.91 tC である。2021 年次建築

着工統計調査によると、一戸建て非木造住宅床面積の割合は、鉄骨造が 90%、鉄筋コンクリート造が 8%、そ

の他が 2%である。この割合に応じて加重平均をとることで、建築資材代替効果は木材炭素 1tC 当たり 2.22 tC

と計算された。 

 ここまで述べた炭素放出量削減効果のほかに、炭素放出要因としてパーティクルボード（PB）と紙のラ

イフサイクルを通した炭素放出量を考慮した。建築資材とバイオマス燃料のライフサイクルを通した炭素放

出量はそれぞれ建築資材代替効果と燃料代替効果の計算の際に考慮されている。Nakano et al.(2018)よりパ

ーティクルボードの炭素放出量は 444 kg-CO2eq/m3（＝0.121 tC/m3）である。これは、木材生産、輸送、加

工、加工に必要な接着剤の生産、製造による放出が含まれている。また、2022 年日本国温室効果ガスインベ

ントリ報告書よりパーティクルボードの炭素含有率と容積密度はそれぞれ 0.451 tC/t-d.m、0.596 t-d.m/m3

であるので、 

 0.121 (tC/m3) / ( 0.596 (t-d.m/m3) × 0.451 (tC/t-d.m)) = 0.450 (tC/tC) 

より、B 材の含有炭素 1tC 当たり 0.450 tC の炭素放出である。また、紙の生産による炭素放出量は紙の種

類によって異なるが、日本製紙連合会(2011)および桂(2001)より、本研究では 1300 kg-CO2/t（＝0.355 tC/t）

を妥当な値として設定した。また、紙の含水率および炭素含有率はそれぞれ 0.9 t-d.m/t、0.386 tC/t-d.m

を用いた（IPCC、2014)。よって 

 0.355 (tC/t) / (0.9 (t-d.m/t) × 0.386 (tC/t-d.m)) = 1.02 (tC/tC) 

より、Ｃ材の含有炭素 1tC 当たり 1.02 tC の炭素放出である。パーティクルボードおよび紙のライフサイ

クルを通した炭素放出量はマイナスの効果として加えられた。 

 

2.3 条件設定 

 以上に述べた各効果を、林分レベルと地域レベルの２つのスケールで、地位ごとに統合的に分析する。

林分レベルでは、地位による比較が行いやすいように、3 種類の地位それぞれについて、伐期 50 年、初期林

齢 1 年の仮想林分を用いている。地域レベルでの分析の際は、Suzuki et al.(2018)によって策定された、収
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益を最大化し、各分期の収穫量が一定の範囲に収まるような収穫計画を用いている。林分レベルの計画期間

は 1 分期 5 年として、30 分期（150 年）であり、これは 3 伐期に相当する。地域レベルの計画期間は Suzuki 

et al.(2018)の収穫計画に合わせて 24 分期（120 年）とした。 

 

 炭素放出量削減効果を統合的に分析するためには、いくつかの条件設定が必要になる。本研究では、主

伐の有無、C材の利用方法（バイオマス燃料または紙）、枝打ちの有無、廃棄材の再利用の有無によって６種

類の条件設定を行った（表 2）。条件１は主伐を行わないシナリオである。ただし、主伐による影響を調べる

ために、間伐は他の条件と同様に実施するものとした。対象地では丸太として採材できない部分（C 材）は

バイオマス材として利用されている（Suzuki et al., 2018）が、C 材の利用方法が炭素放出量削減効果へ与

える影響を調べるために、条件２から４を設定した。また、条件５と６は条件２にそれぞれ枝打ちの実施、

廃棄材の燃料としての再利用という要素を加えた条件設定である。炭素放出量削減効果をより大きくするた

めの方法の検討のために、これらの要素を追加した。枝打ちは木材利用のライフサイクル上での川上である

森林経営の観点からのアプローチである。枝打ちを行うことによって、材の節とトビ腐れを減らすことがで

きるが、これらはいずれも A材と B 材を区別する要因となっているので、枝打ちを適切に行うことで材の価

値が高くなることが期待される。材の価値が高いほど、より炭素固定期間の長い製品に利用されるため、枝

打ちの結果として炭素放出量削減効果は高くなることが期待される。ここでは鈴木・龍原(2016)を参考に、

枝打ちを林齢 15 年と 25 年の 2 回行うことでＡ材とＢ材の割合が６：４に誘導されると仮定した。なお、条

件５では全体の収穫量およびＣ材の収穫量は、これまで使用した Suzuki et al.(2018)と同じ値を用い、Ａ

材とＢ材の割合のみを変化させて計算を行った。例えば、伐期 50 年の仮想林分において、枝打ち導入前後の

Ａ材、Ｂ材、Ｃ材の割合は表３の通りである。次に、廃棄材の燃料としての再利用は木材のライフサイクル

における川下である、木材製品の利用及び廃棄の段階に関連したアプローチである。ここでの廃棄材の再利

用とは、建築資材およびパーティクルボードとしての炭素固定期間を終えた廃棄材について、バイオマス燃

料として再利用することである。これによって、廃棄材から追加的な燃料代替効果が生じることになる。本

研究では、Eriksson et al.(2007)と同様に廃棄材の再利用率は 100%とした。条件２から６までの各条件に

おける炭素放出量削減効果を、主伐を行わない条件１の炭素放出量削減効果と比較して、主伐を行うことの

利点を調べた。 

 さらに、GIS を用いてユニット単位での炭素放出量削減効果を空間情報と組み合わせて示し、その特徴

を調べた。 

 まずは各地位について、林分レベルで条件 1 と条件 2の炭素放出量削減効果を比較した。収穫したすべ

ての C材をバイオマス燃料として利用した場合、地位３の林分では主伐を行う場合と主伐を行わない場合の

炭素放出量削減効果はほとんどの期間で同程度であり、最終的にはやや主伐ありの方が優位という結果にな

った。主伐を行う場合の地位３、４、５の林分の 150 年後の炭素放出量削減効果はそれぞれ 248.1 tC/ha、

205.4 tC/ha、148.0 tC/ha であり、地位が良いほど炭素放出量削減効果はより大きくなった。また、いずれ

の地位でも分期が進むにつれて削減効果は増加していく傾向があった。 

条件３の150年後の炭素放出量削減効果は地位の良いほうから順に、200.9 tC/ha、160.5 tC/ha、107.5 tC/ha

であり、条件２と比較してそれぞれ 19.0%、21.9%、27.4%減少した。地位が良いほど炭素放出量削減効果が

大きく、分期が進むにつれて削減効果が増えていく点は条件２と共通している。 

 条件４の地位３、４、５の林分の 150 年後の炭素放出量削減効果はそれぞれ 153.8 tC/ha、115.6 tC/ha、

67.0 tC/haであり、C材の100%をバイオマス燃料として利用する条件２と比較して削減効果がそれぞれ38.0%、

43.7%、54.7%減少した。地位が良いほど削減効果がより大きいという点は、バイオマス利用の場合と同様で

ある。しかし、分期が進むにつれて炭素放出量削減効果が増大していくとは言えない結果となった。 

 また、C 材の利用方法によって区別される条件２、３、４を比較すると、バイオマス燃料としての利用

割合が大きいほど炭素放出量削減効果は大きくなり、反対に紙利用の割合が大きいほど炭素放出量削減効果

は小さくなることが分かる。また、この影響は地位が悪い林分ほど大きくなる。 

 図枝打ち導入前の条件 2 と比較して削減効果がそれぞれ 39.4%、22.1%12.0%増加した（導入前はそれぞ

れ 248.1 tC/ha、205.4 tC/ha、148.0 tC/ha）。 

  

 次に、収益の最大化をもたらす育林体系設定を行った場合の炭素放出量削減効果を地域レベルで計算し

た。またいずれの地位においても、分期が進むにつれて炭素放出 
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量削減効果は増加していくと言える。地域レベルでの各地位の計画期間終了後の炭素放出量削減効果は、

地位３で 248951 tC、地位４で 580790 tC、地位５で 77371 tC であるので、最も削減効果が高いのは地位４

であったが、これは地位４の林分面積が他の地位よりも際立って大きいことが影響していると考えられる。

各地位について、上記の結果をヘクタール当たりの値で表すと、地位３は 326.1 tC/ha、地位４は 243.0 tC/ha、

地位５は 158.0 tC/ha となり、地位が良いほうが面積当たりの削減効果は高かった。また、このとき主伐を

行わない条件１との最終的な炭素放出量削減効果の差は、地位３で 83.0 tC/ha、地位４で 65.2 tC/ha、地位

５で 39.9 tC/ha であり、地位が良いほど主伐を行うことによる削減効果の増加量がより大きくなった。それ

ぞれの効果に注目すると、森林バイオマスの炭素蓄積と燃料代替効果および建築資材代替効果の寄与が特に

大きいと言える。バイオマス蓄積量は、森林の齢級構成の偏りやユニットの伐採時期の偏りの影響で、ある

程度の時間的変動はあるが、常に一定以上の値を示した。一方で、２種類の代替効果は計画期間の開始時点

は値が０であり、分期が進むにつれてその値は単調増加していくという点で、バイオマス蓄積とは異なる時

間的推移の傾向を示した。また、枝条リターと伐採根株という林地残材に含まれる炭素量や A材の建築資材

としての炭素固定量は比較的小さい。マイナスの効果であるパーティクルボード（PB)の生産に伴う炭素放出

量は、代替効果と同様に時間を経るごとに大きくなる効果であり、全体的な効果に与える影響は無視できな

い。 

  

 条件５の地域レベルでの 120 年後の炭素放出量削減効果の計算結果は地位の良いほうから順に、369845 

tC、735416 tC、88120 tC となり、条件２と条件５を比較すると、枝打ちを行うことによって地域全体の炭

素放出量削減効果が 31.6%増加し、主伐の有無による炭素放出量削減効果の差が約 2.20 倍に広がった。 

 また、条件６の地域レベルでの最終的な削減効果は地位 3 で 373008 tC、地位 4 で 821588 tC、地位 5

で 101737 tC となり、条件２と条件６を比較すると、廃棄材の燃料再利用を行うことで地域全体の最終的な

炭素放出量削減効果は 42.9%増加し、主伐の有無による炭素放出量削減効果の差は約 2.63 倍になった 
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3. 考察 

4.1 結果の解釈 

 いずれの条件設定においても見られた特徴が、同じ条件であれば地位が良いほど面積当たりの炭素放出

量削減効果が大きくなるという点である。これは、地位の良いところは面積当たりの成長量が大きく、地位

の悪いところよりも収穫材積の絶対量が大きくなるためであると考えられる。収穫材積が大きくなると炭素

放出にかかわる各効果の絶対値が大きくなるが、マイナスの効果の増加量よりもプラスの効果の増加量の方

が大きいため、収穫材積が多くなるほど炭素放出量削減効果は大きくなっていく。すなわち、より地位が良

い林分を積極的に管理することが、収益の面だけでなく炭素放出量削減の面からも効果的であると言える。 

 また、条件４以外の条件設定について当てはまる特徴が、炭素放出量削減効果は時間がたつにつれて、

単調増加ではないにしろ、徐々に増加していくという点である。主伐を行わない場合は、炭素放出量削減効

果は森林バイオマス蓄積量と言い換えることができ、森林バイオマスは伐採が行われなければ時間に伴って

増加していく。主伐を行う場合は、主伐によって森林バイオマス量は大幅に減少するが、同時にその他の効

果が増加する。主伐が行われることで増加する効果のうち、2 種類の代替効果（燃料代替効果と建築資材代

替効果）は永続的かつ累積的な効果であり、主伐が行われるごとにその量は増加し、減少しない。つまり主

伐を行う場合、炭素放出量削減効果の増加傾向は、時間に伴って単調増加する代替効果の影響によるところ

が大きい。 

地域レベルでの計算で用いた収穫計画は収益の最大化を前提としているので、収益を最大化する経営が、

同時に炭素放出量を削減するという公益的な要求をも満たすということが示唆された。 

 主伐を行わない条件 1 と、条件３を林分レベルで比較したとき、いずれの地位でも計画期間を通して主

伐を行うことが不利になった。 

さらに、地位３から５までを全て合計した地域全体の炭素放出量削減効果では、計画期間終了後に主伐を

行うことの優位性が認められた。このように、地理的スケールによって結果が逆転した理由を考察する。ま

ず、森林バイオマスの成長量は林齢が高くなるにつれて減少することや、森林バイオマスへの炭素蓄積量に

は限界があることから、主伐を行わない場合は、分期が進んで林齢が高くなるにつれて炭素放出量削減効果

の増加は鈍化する。一方で、先に述べたように、主伐を行う場合の炭素放出量削減効果は、主に代替効果の

影響によって、時間に伴い増加傾向を示す。すなわち主伐を行って木材を利用する場合は、継続的に炭素放

出量削減効果を得ることができる。また、林分レベルと地域レベルでは前提となる林分状態が異なる。条件

3 では、初期林齢を 1年とすると、選択した育林体系にかかわらず 120 年間を通して条件 1の効果を下回る。

しかし、120 年間を過ぎると、徐々に条件 3 と条件 1 の差が小さくなり、いずれは条件 3 が上回る。地域レ

ベルの計算の際は各ユニットの初期林齢を考慮しているので、初期林齢が 1 年と仮定した林分レベルの計算

よりも、条件 3が条件 1と比べて優位になる。したがって、これらの林分が地域全体の炭素放出量削減効果

に与える影響は大きいと考えられる。そのため、地域レベルでは最終的に条件３の炭素放出量削減効果が条

件１を上回ったと考えられる。このように、地域レベルでの計算ではユニットごとに異なる伐期齢や初期林

齢を考慮しているので、林分レベルとは結果が異なることがある。すなわち、林分レベルでは主伐を行わな

いことが推奨される条件設定であっても、地域レベルかつ長期的に見れば、主伐を行う方が好ましいと言え

る可能性がある。 

 条件２、条件３および条件４の比較から、C 材はバイオマス燃料として利用する方が紙として利用する

よりも炭素放出量削減効果が高くなるので、C 材は紙よりもバイオマス燃料として利用することが脱炭素の

観点からは好ましいと言える。紙は製品としての寿命がきわめて短く、炭素固定機能がほとんどない上に、

紙の生産に伴う炭素放出が永続的に負の効果を与えているが、バイオマス燃料は炭素放出量削減への寄与が

大きい燃料代替効果によって永続的な正の効果が得られるという違いが原因である。 

 条件２と条件５の比較によって、枝打ちの導入は炭素放出量削減効果を高める上で効果的であることが

分かった。つまり森林経営者は、枝打ちを行うことで材の価値を高めて収益を増やすだけでなく、結果的に

炭素放出量を削減できる。さらに、地位の良い林分ほど枝打ちによる炭素放出量削減効果の増加量が大きい

ので、枝打ちを行う際は地位の良いところから行うべきだという森林経営上の指針を示した。枝打ちの導入

によって炭素放出量削減効果が増加するのは、収穫された丸太のうちの優良材（A 材）の割合が増えること
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で建築資材に用いられる木材量が増え、製品への平均炭素固定期間が長くなるとともに、建築資材代替効果

が大きくなるためである。しかし、これは増加した A材がすべて建築資材として利用されることを前提とし

ている。たとえ価値の高い材が供給可能であっても、その受取先が無ければこれは実現しないので、価値の

高い材の需要を高めて利用を拡大していくことが重要であると言える。令和３年度森林・林業白書(2022)で、

社会経済生活の向上とカーボンニュートラルに寄与する「グリーン成長」を実現するためには「特に建築物

等に用いられ、比較的価格の高い製材用材の利用拡大を進めていくことが重要となっている」と述べられて

いるように、本研究の結果は政策的、社会的な要求にも合致するものである。 

 また、条件２と条件６の比較から廃棄材の再利用も炭素放出量を効果的に削減することが分かった。ま

た、その効果は森林経営者のオプション（枝打ちの導入）によるものよりも大きいことが示された。本研究

では、建築資材とパーティクルボードの廃棄材の 100%をバイオマス燃料として再利用するという理想的な仮

定に基づいて計算を行ったが、この実現可能性については本研究では扱わない。しかし、廃棄材の再利用を

進めていくことが炭素放出量削減につながるということは示された。 

本研究の対象地の森林の齢級構成は日本全体の森林の齢級構成と似通っており、50 年生を超えた林分が多

い。そこで本研究の結果をもとにして、日本の炭素放出量削減目標の達成に向けた提言を検討したい。日本

では 2021 年に「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案」が閣議決定され、2050 年ま

でのカーボンニュートラルの実現が法律に明記された。また、そのために 2030 年度に温室効果ガスを 2013

年度から 46%削減することが目標として掲げられている。これらの達成のために 2 兆円の「グリーンイノベ

ーション基金」が造成され、企業への支援体制もできている。そのため、施策・技術開発の重点をどこに置

くかが重要となっている。2050 年目標までは 30 年を切り、2030 年度目標まではすでに 10 年を切っている。

そのため、日本では短期的な炭素放出量の削減が強く求められている。本研究の計画期間は 120 年であるが、

そのはじめの 30 年（６分期）での炭素放出量削減効果を短期的な効果と見なした。３つの地位級を合計した

対象地全体での 30 年間の平均年間炭素放出削減量は、条件１から６までそれぞれ、3353.5 tC/年、5602.6 tC/

年、2984.0 tC/年、365.4 tC/年、8035.2 tC/年、6916.5 tC/年であった。最も短期的な炭素放出削減量が大

きいのは枝打ちによって優良材の生産を行う条件５であった。しかし、本研究では枝打ちによる優良材の誘

導に必要な移行期間が考慮されておらず、短期的な効果は過大評価されていると考えられる。次に年間炭素

放出削減量が大きいのは、廃棄材の燃料再利用を行う条件６であった。本研究では、計画開始時点よりも前

に生産された木材製品の廃棄材は考慮していないので、短期的な効果は過小評価されていると考えられる。

また、再利用率は 100%を仮定しているが、全国木材組合連合会のホームページによると木造住宅の解体材の

うち燃料として再利用されるものは約 16%である。これは、廃棄材の燃料再利用を拡大することで炭素放出

削減量を増やす余地が多く残っていることを意味している。したがって、廃棄材の燃料再利用は、脱炭素を

進めるうえで積極的に推奨すべき事項の一つであると言える。 

つまり、森林の炭素放出量削減効果を評価する際に、林内の炭素プールのみを考慮すると、森林経営者が

なし得る環境への貢献を過小評価することになり、木材利用によって生じる効果も考慮することによって、

より正当な評価が行える。本研究は、森林経営が環境に与える影響に関して、包括的な評価方法を提示した。

つまり、伐採対象の森林の中で、特に初期状態において既設路網と隣接している森林かどうかが、主な伐採

の対象となり得るか、またその結果としてより炭素放出削減効果を発揮し得るかを左右する一つの要因にな

っていると言うことができる。そのため、森林の炭素放出削減効果を高める施策としては、路網密度を高め

ることによって、経済性が高く立地条件の良い森林で、路網と隣接している区画において、積極的に伐採と

植栽の循環的利用をすすめていくことが重要であると言える。 

 

4.2 先行研究との比較 

 森林バイオマス、HWP への炭素蓄積および木材製品の使用による代替効果を統合的に分析した先行研究

として、日本を対象とした先行研究はほとんどない。ドイツで行われた Martes and Kohl(2022)では地域レ

ベルでの評価によって森林を完全に保護するよりも伐採を行う方が炭素放出量削減効果は高くなるという結

果が得られており、これは本研究の結果と一致する。また、スウェーデンを対象とした Eriksson et al.(2007)、

アメリカを対象とした Perez-Garcia et al.(2005)では林分レベルでの分析が行われ、時間経過に伴って炭

素放出量削減効果が増加していく傾向や、特に代替効果の寄与が大きいという結果など、本研究との一致が

見られた。 

 しかし林分レベルと地域レベルを組み合わせて分析した先行研究はほとんどなく、本研究で得られた、
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林分レベルでは有利と言えない条件でも地域レベルでは脱炭素に寄与し得るという結果は新しい知見である

と言える。また、地域レベルでの評価を行った Martes and Kohl(2022)は、森林の保全強度を変化させたシ

ナリオ間での比較を行っており、森林経営に注目し収益の最大化を前提としている本研究とは焦点が異なる。

また、本研究は先行研究では扱われていない地位を考慮するなど、森林経営において先行研究よりも実践的

な示唆を与えた。 

 

4.3 本研究の意義 

 「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」（令和３年 10 月 22 日閣議決定）では、「利用期を迎え

た人工林について「伐って、使って、植える」循環利用を確立し、木材利用を拡大しつつ、成長の旺盛な若

い森林を確実に造成していくことが重要である」、「住宅・建築物分野は家庭・業務部門のカーボンニュート

ラルに向けて鍵となる分野であり、一度建築されると長期ストックとなる性質上、早急に取り組むべき分野

である」、「リニューアブル（バイオマス化・再生材利用等）については、更なる再生利用拡大に向け、バイ

オマス素材の高機能化や用途の拡大・低コスト化のための技術開発・実証、リサイクル技術の開発・高度化、

設備の整備、需要創出を進める」と述べられている。これをもとに策定された「革新的環境イノベーション

戦略」（令和２年 1 月 21 日統合イノベーション戦略推進会議決定）では、温室効果ガス削減量が大きく日本

の技術力による大きな貢献が可能な 39 のテーマがイノベーション・アクションプランとして定められた。そ

の中の１つに「高層建築物等の木造化やバイオマス由来素材の利用による炭素貯留」が位置づけられている。

また、「第五次環境基本計画」（平成 30 年 4 月 17 日閣議決定）で環境政策の具体的な展開として掲げられた

６つの重点戦略には、森林整備および木材利用の推進が大きくかかわっている。さらに、令和 3 年 10 月 1

日には「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が施行さ

れ、建築物の木材利用を一層進めるとともに、農林水産省に木材利用促進本部が設置された。主伐を行わず

森林を保全するよりも、主伐を行って木材を利用する方が炭素放出量削減効果は大きくなるという本研究の

結果は、これらの木材利用の推進政策に根拠を与えるものであり、重要な政策的意義をもつ。 

 

4.4 本研究の限界 

 本研究では、炭素放出量削減に寄与するライフサイクル上の各モジュールについて、比較的単純なモデ

ルを用いた。そのため、分析の正確性には限界がある。しかし、本研究の方法では、各モジュールのモデル

の複雑化が必要となったとき、それを全体としての炭素放出量削減効果の評価に反映させることが比較的容

易にできると考えられる。 

 本研究では、建築資材、PB、紙およびバイオマス燃料の LCA について、計算を容易にするために既往の

研究結果を用いているが、これらの研究はそれぞれインベントリ分析の際に用いたデータやシステム境界、

生産・流通プロセスに違いがある。１つの森林から生産される木材を用いた複数の製品についての LCA をデ

ータの整合性をとりつつ行うことは、非常に困難であると言え、森林経営から生じる炭素放出量削減効果の

全体的な傾向を調べて比較するという本研究の目的を超える。このように、本研究では参照した文献のデー

タの整合性については許容したので、LCA の考え方を用いた炭素放出量削減効果の相対的な検討にとどまっ

た。また PB に関する日本での LCA の事例は Nakano et al.(2018)の他には無く、各製品を対象とした LCA 研

究がまだ十分な状況ではないともいえる。各製品の LCA 研究が進むことで、炭素放出量削減効果の計算にお

いてより適切なパラメータの設定が可能になると考えられる。 

 参照した LCA の先行研究について、異なる研究を参照した際の結果の違いについて検討を加える。一宮

ら(2021)は２階建て鉄筋コンクリート造特別養護老人ホームと、それと同等の木造建築を対象にして、LCA

によって温室効果ガス排出量を比較した。この研究を用いて建築資材代替効果を算出すると、本研究よりも

建築資材代替効果が約 8.2%大きくなるが、これは結果に大きな影響を与えない。 

 本研究では、伐採が行われた林地は 100%再造林が行われることが前提となっている。再造林率を設定す

ることで全体的な炭素放出量削減効果は減少すると考えられる。また、PB と紙から生じ得る代替効果や、建

築資材の廃棄材の PB としての再利用、他の木材利用方法なども考慮されていない。このように、考慮する要

素を増やすことで本研究と異なる結果が得られることも考えられる。本研究では森林経営による炭素放出量

削減効果の全体的な傾向を見ることができた。
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1. まとめ 

 本研究では、主伐を伴う適切な森林経営によって、収益を上げて持続的に経営を行いながら、炭素放出

量を削減できることが示された。この結果は、木材利用の推進政策に根拠を与えるものであり、重要な政策

的意義を持つ。また、枝打ちを実施することによって A 材割合が増加するため、枝打ちを行う集約的な施業

が炭素放出量削減効果を持っていることも示された。さらに廃棄材のバイオマス燃料としての再利用によっ

て、短期的により大きな炭素放出量削減効果が得られることが示された。 

 本研究の評価では、樹木の成長が全体的な炭素放出量削減効果を左右する重要な要素であった。例えば、

成長が良い林分（地位が良い林分）ほど炭素放出量削減効果が大きくなった。本研究は山形県内のスギ人工

林を対象として行った。日本国内でも地域によってスギ人工林の成長過程は異なるため、地域による違いが

あるかもしれない。立木の成長過程が異なる地域間で比較を行うことによって、より普遍的な結論を得るこ

とが、今後の検討課題である。 
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4. 1 はじめに 

 主に化石燃料の使用によって、大気中の二酸化炭素濃度は上昇し続けている（Dhakal et al., 2022; IPCC, 

2022）。その中で、森林は炭素の吸収源として機能する（Valentini et al.,  2000）。しかしそれと同時に、

伐採を行うことによって森林は炭素放出源にもなり得る。しかし、伐採によって森林バイオマスから失われ

た炭素は、木材製品として固定されたり、林地残材として林内にとどまったりと、即座にすべてが大気中に

放出されるわけではない。すなわち、伐採は炭素放出ではなく、森林バイオマスという炭素プールから、伐

採木材製品（HWP)や林地残材といった異なる炭素プールへと炭素を移動させる力として捉えることができる。

伐採木材製品の炭素蓄積は、パリ協定下で森林の二酸化炭素排出・吸収量の算定に計上できるものである。

日本では、2020 年度の森林の二酸化炭素吸収量約 4050 万 t-CO2 のうち、約 285 万 t-CO2 が伐採木材製品に

よる炭素貯蔵量であり、この値は農地・牧草地の吸収量（約 270 万 t-CO2）や都市緑化等による吸収量（約

130 万 t-CO2)よりも大きな値となっている（林野庁、2022）。このように森林の炭素吸収・排出を考える上で

は伐採木材製品の考慮も欠かせないものであると言える。また、伐採木材製品は炭素固定による炭素貯留効

果だけでなく、エネルギーとして木材を利用することで化石燃料の使用を代替して炭素放出量を削減する効

果や、生産・利用過程でエネルギーを大量に消費する素材を代替することによって炭素放出量を削減する効

果を持っている（佐藤、2021）。そのため、森林バイオマスの成長に伴う炭素吸収量、伐採木材製品の利用に

よって生じる炭素貯留効果に加えて、これらの代替効果も森林から生じる炭素放出量削減効果として捉える

ことができると考えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 日本は国土の約３分の２が森林であるが、そのうちおよそ４割は人工林である。現在、日本の人工林は

その半数が 50 年生を超えており、本格的な利用期を迎えている（林野庁、2022）。カーボンニュートラルの

実現のためには、森林を伐採せずに森林バイオマスの蓄積を増やすよりも、伐採を行って木材利用を進めて

いくことが重要である。「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」（令和３年 10 月 22 日閣議決定）で

は、「利用期を迎えた人工林について「伐って、使って、植える」循環利用を確立し、木材利用を拡大しつつ、

成長の旺盛な若い森林を確実に造成していくことが重要である」と述べられている通り、伐採・再造林の推

進と木材利用の拡大が国の重要課題となっている。 

 本研究では、このような社会的、政策的背景を踏まえて、伐採を行って木材を利用することの公益的意

義を明らかにしようとした。山形県鶴岡市旧温海町民有林のスギ人工林を対象にした。持続的に森林を経営

し、公益的機能を発揮させるためには、木材生産を行って収益を得る必要があるため、木材生産を前提とし

た森林経営を評価対象にした。大気中の炭素が樹木によって固定され、HWP を経て、再び大気中に放出され

るまでを 1 つのライフサイクルとして捉え、その過程で生じる炭素放出量削減効果を統合的に評価し、主伐
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を行うことの利点を炭素放出量削減の観点から明らかにした。ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）の先

行研究をもとに、森林経営の炭素放出量削減効果について全体的な傾向を明らかにした。炭素放出量削減効

果は木材のライフサイクルを通した総合的な効果であり、大きく３つの炭素プールに分けることができる。1

つ目は林内の炭素蓄積であり、これは立木蓄積に加え、伐採によって生じる根株と枝条リターも含んでいる。

2 つ目は HWP の炭素蓄積であり、本研究で考慮した HWP は建築資材（製材）、パーティクルボード（PB）、紙

である。3 つ目が非木材製品を木材製品で代替することによる潜在的な炭素放出量削減効果である。本研究

では非木造住宅を木造住宅で代替する効果と、化石燃料を木質バイオマス燃料で代替する効果の 2 種類の代

替効果を考慮した。以上を踏まえた、本研究での炭素フローを図 1に示した。 

日本では、都道府県ごとの伐採木材製品の炭素固定量についての先行研究（松本・加用、2021）や、各木

材製品についてのＬＣＡ研究（Nakano et al., 2018;桂, 2001 ;林野庁木材利用課, 2016）は存在する。ま

た、近年は CLT に関する LCA 研究も進みつつある（Nakano et al., 2020a; Nakano et al., 2020b）。しかし、

森林から生じる他の効果との関連を分析した研究はない。海外でも木材製品に関する LCA 研究は多く行われ

ている。特に、木造建築物は、その大きな炭素貯留効果から気候変動対策として注目されている。Fauzi et 

al.(2021)はハイブリッド木造高層ビルに対する LCA を行い、Carcassi et al.(2022)はバイオベースの断熱

材の使用による温室効果ガス排出の減少を評価した。Cordier et al.(2022）は LCA と動的モデリングの組み

合わせを試みた。Resch et al.(2021)は、建築物の耐用年数が結果に大きく影響を与えることを示した。Himes 

and Busby(2020)は中層ビルの LCA に関する 18 の事例を比較した。木造建築物に関する各国の研究事例とし

ては、カナダの事例(Head et al., 2021)や中国の事例(Chen et al., 2022)、バングラデシュの事例(Islam et 

al., 2022)、マレーシアの事例(Balasbaneh and Bin Marsono, 2018)などがある。Sahoo et al.(2019)は木

材製品の LCA に関するレビューを行い、ライフサイクルの中で製品製造の段階が最も大きな環境影響を与え

る傾向があることを示した。Nabuurs and Mohren(1995)は森林蓄積と HWP 蓄積を合わせて森林の炭素吸収を

分析した。加えて、ライフサイクルアセスメントを用いることで代替効果も考慮して、森林の炭素放出量削

減効果を評価した研究では、アメリカ太平洋岸北西部を対象としたもの（Perez-Garcia J et al, 2005)やス

ウェーデンを対象としたもの（Eriksson et al., 2007)があるが、いずれも林分レベルでの評価である。ま

た、地位については考慮されていない。林分レベルの評価を通して、主伐の炭素放出量削減効果への影響や

炭素放出量削減効果の時間的変動の特徴が理解できる。その一方で、森林経営計画全体の炭素放出量削減効

果を評価するためには地域レベルでの評価が必要となる。また、地位の良いところを積極的に管理すること

は木材生産量の増大につながるので、森林経営計画において地位の考慮は重要である。そこで本研究では、

林分レベルと地域レベルという２つの地理的スケールと、３つの地位を考慮した。 

図１.炭素フロー 
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5. 方法 

2.1 対象地の説明 

 対象地は山形県鶴岡市旧温海町のスギ人工林である。この森林は温海町森林組合によって管轄されてい

る。Suzuki et al.(2018)はこの森林を森林管理ユニットに分け、収益の最大化を目的として、それぞれのユ

ニットに最適な育林体系を割り当て、収穫計画を策定した。このとき、収益が得られない林分は計画に含ま

れていない。本研究では Suzuki et al.(2018)が設定したユニットおよび収穫計画に基づいて計算を行う。

収穫計画の対象となったユニット数は 657 であり、地位級は 3、4、5 の３つに分かれている。地位級別の面

積はそれぞれ、763.39ha、2384.08ha、485.23ha である。育林体系は伐期齢および主伐と間伐の有無にかか

わる。16 通りの育林体系が存在し、伐期齢を 50 年から 120 年まで 5 年刻みに設定した 15 通りと、主伐を行

わない 1 通りを含んでいる。いずれの育林体系でも 20 年、40 年で 30%の切捨間伐を行い、伐期齢が 75 年以

上または主伐なしの場合は、さらに70年で25%の搬出間伐を行う。搬出間伐および主伐では全幹集材を行い、

枝条は林地に残される。また、作業システムはチェーンソー、グラップル、プロセッサ、フォワーダから構

成される車両系作業システムが想定されている。各地位における選択された伐期齢の面積割合は図２の通り

である。地位が良いほど、伐期齢の短い林分の面積が多くなった。 

 

2.2 計算方法 

 材積の成長予測は、収穫表(山形県、1980)から推定した樹高成長曲線と林分密度管理図（林野庁、1979)

を用いている。収穫材積の算定には、鈴木・龍原(2016)の採材プログラムを用いた。このプログラムでは収

穫材は A 材、B 材、C 材に区別される。A 材、B 材、C 材は正確な定義があるものではないが、本研究では A

材は曲がりが極めて小さく材質に欠点が無い優良材、B 材は採材された A 材以外の材、C材は丸太の採材でき

ない部分、とした。各種材の収穫材積は、木材製品の炭素蓄積量および代替効果の算出に用いられる。森林

バイオマスへの炭素蓄積量は、材積に、容積密度、バイオマス拡大係数、地上部に対する地下部比率、乾重

量あたりの炭素含有率を乗じることで算定される。炭素含有率以外のパラメータは樹種によって異なるが、

本研究ではスギ林を対象としている。各種パラメータの値は、日本国温室効果ガスインベントリ報告書（国

立環境研究所、2020)の値を用いた。すなわち、容積密度 0.314 t/m3、バイオマス拡大係数 1.23、地下部比

率 0.25、炭素含有率 0.51 tC/t である。 

 伐採によって、樹木の幹部分は林地から搬出され、木材利用段階に移行し、伐採後には樹木の枝条と根

株が林地に残る。林地に残されたこれらのバイオマスは、一定期間炭素をストックするが、徐々に分解され

て大気中に炭素を放出することになる。枝条および伐採根株の分解は、Olson(1963)の指数分解モデルによっ

てモデル化した（式１）。また、枝条リターの分解定数(k)の値は 0.10 とし（森貞・中岡、2008）、伐採根株

の分解定数は酒井ら(2008)の結果から 0.035 を妥当な値として採用した。 

 

図２.伐期齢別面積割合 

左から地位３、４、５ 
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 （式１） 

ただし、 は t年における残存量、 は初期量、k は分解定数を表す。 

 木材利用段階では、木材利用方法は材の質（A 材、B 材または C材）に応じて異なる。本研究では、木材

流通経路の正確な再現よりも、炭素放出量削減効果の統合的な分析を目的としているため、A材は建築資材、

B 材はパーティクルボード（PB)、C 材はバイオマス燃料または紙に利用されると仮定した。木材利用段階に

おける炭素放出量削減効果は大きく 2 つに分けることができる。1 つ目が、木材製品の炭素蓄積である。伐

採によって森林バイオマスから取り除かれた炭素は、伐採後すぐに大気中に放出されるわけではなく、一定

期間は木材製品中に固定され、木材製品の廃棄によって大気中に放出される。この固定期間は木材利用方法 

によって異なる。2 つ目は、非木材製品を木材製品で代替することによる、潜在的な炭素放出量の削減で

ある。一般的に、非木材製品はその製造・加工段階において、木材製品よりも多量のエネルギーを消費し、

多量の炭素を放出する。したがって木材製品を利用することで炭素放出量を減らすことができる。 

 木材製品の炭素蓄積の変化は、Schelhaas(2004)の減衰関数を用いてモデル化した（式２）。この減衰関

数では製品ごとに半減期を設定する必要がある。建築用木材、パーティクルボード、紙の半減期は IPCC(2014)

の値を用い、それぞれ 35 年、25 年、2年とした。また、C材のバイオマス燃料利用の場合は、炭素の固定期

間は非常に短いと考えられるため、木材製品の炭素蓄積は考慮せず、代替効果のみを考慮することとした。 

  （式２） 

ただし、 は t 年後の木材製品の炭素蓄積量、L は木材製品の半減期を表す。各製品の減衰の様子は図３

に示した。 

 代替効果については、燃料代替効果と建築資材代替効果の 2 種類を考慮した。燃料代替効果は、化石燃

料をバイオマス燃料で代替した場合に回避できる炭素放出量として計算された。このとき、日本で特に使用

量の多い化石燃料である石炭と天然ガス(LNG)を、半分ずつバイオマス燃料で代替することを想定した。 

 

 

 

 

図３.伐採木材製品の貯留炭素の減衰曲線 
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Yoshioka et al.(2005)は林地残材を燃料としたエネルギー供給システムによって排出される二酸化炭素量

を 61.8 kg-CO2/MWh と示した。これは林地残材のチップ化、林内の運搬、輸送および発電プラントでの乾燥、

発電による二酸化炭素排出量が含まれている。各工程において必要な林業機械および発電プラントを用意す

るための設備エネルギーと、林業機械の運用による燃料消費、発電プラントの修理とメンテナンスに必要な

エネルギーが考慮された。また、今村ら(2016)は石炭火力発電プラントによる二酸化炭素排出量が 943 

kg-CO2/MWh、LNG 火力発電プラントによる二酸化炭素排出量が 599 kg-CO2/MWh と算出した。これはプラント

の建設と運用、燃料の採掘、加工、輸送、発電の各工程における二酸化炭素排出量が含まれている。したが

って、石炭と LNG を半分ずつ使用したとき、化石燃料による二酸化炭素排出量は 771 kg-CO2/MWh (= 

(943+599)/2) である。よってライフサイクルを通したバイオマス材の代替効果は、火力発電による二酸化炭

素排出量とバイオマス発電による二酸化炭素排出量の差をとることで 709.2 kg-CO2/MWh（=0.0537 tC/GJ）

と計算された。さらにバイオマス燃料の単位発熱量は J クレジット方法論より 18.4 GJ/dry-t である。 

 0.0537 (tC/GJ) × 18.4 (GJ/dry-t) / 0.51 (tC/dry-t) = 1.94 (tC/tC-bio) 

より、燃料代替効果は 1.94 tC/tC-bio と計算された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⽊造 鉄⾻造 鉄筋コンクリート造 
炭素貯蔵量(tC) 5.55 1.39 1.48 

ライフサイクルを通した炭素放出量
(tC) 

92.0 101.0 103.8 

 

表１.住宅一戸当たりの炭素貯蔵量とライフサイクルを通した炭素放出量 
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建築資材代替効果は、非木造住宅を木造住宅に置き換えた場合に追加的に必要な単位木材量当たりに、回

避される炭素放出量として計算される。非木造住宅としては特に着工数の多い鉄骨造と鉄筋コンクリート造

の 2 種類を考慮した。林野庁(2021)および林野庁木材利用課(2016)より構造別の住宅一戸（床面積 125.86 m2）

当たりの炭素貯蔵量と住宅のライフサイクル（資材製造、建設、運用、改修および廃棄）を通した炭素排出

量は表１の通りである。したがって鉄骨プレハブ造住宅および鉄筋コンクリート造住宅を木造住宅に置き換

えた際の炭素放出量削減量は、追加木材炭素 1tC 当たりそれぞれ 2.16 tC、2.91 tC である。2021 年次建築

着工統計調査によると、一戸建て非木造住宅床面積の割合は、鉄骨造が 90%、鉄筋コンクリート造が 8%、そ

の他が 2%である。この割合に応じて加重平均をとることで、建築資材代替効果は木材炭素 1tC 当たり 2.22 tC

と計算された。 

 ここまで述べた炭素放出量削減効果のほかに、炭素放出要因としてパーティクルボード（PB）と紙のラ

イフサイクルを通した炭素放出量を考慮した。建築資材とバイオマス燃料のライフサイクルを通した炭素放

出量はそれぞれ建築資材代替効果と燃料代替効果の計算の際に考慮されている。Nakano et al.(2018)よりパ

ーティクルボードの炭素放出量は 444 kg-CO2eq/m3（＝0.121 tC/m3）である。これは、木材生産、輸送、加

工、加工に必要な接着剤の生産、製造による放出が含まれている。また、2022 年日本国温室効果ガスインベ

ントリ報告書よりパーティクルボードの炭素含有率と容積密度はそれぞれ 0.451 tC/t-d.m、0.596 t-d.m/m3

であるので、 

 0.121 (tC/m3) / ( 0.596 (t-d.m/m3) × 0.451 (tC/t-d.m)) = 0.450 (tC/tC) 

より、B 材の含有炭素 1tC 当たり 0.450 tC の炭素放出である。また、紙の生産による炭素放出量は紙の種

類によって異なるが、日本製紙連合会(2011)および桂(2001)より、本研究では 1300 kg-CO2/t（＝0.355 tC/t）

を妥当な値として設定した。また、紙の含水率および炭素含有率はそれぞれ 0.9 t-d.m/t、0.386 tC/t-d.m

を用いた（IPCC、2014)。よって 

 0.355 (tC/t) / (0.9 (t-d.m/t) × 0.386 (tC/t-d.m)) = 1.02 (tC/tC) 

より、Ｃ材の含有炭素 1tC 当たり 1.02 tC の炭素放出である。パーティクルボードおよび紙のライフサイ

クルを通した炭素放出量はマイナスの効果として加えられた。 

 

2.3 条件設定 

 以上に述べた各効果を、林分レベルと地域レベルの２つのスケールで、地位ごとに統合的に分析する。

林分レベルでは、地位による比較が行いやすいように、3 種類の地位それぞれについて、伐期 50 年、初期林

齢 1 年の仮想林分を用いている。地域レベルでの分析の際は、Suzuki et al.(2018)によって策定された、収

益を最大化し、各分期の収穫量が一定の範囲に収まるような収穫計画を用いている。林分レベルの計画期間

は 1 分期 5 年として、30 分期（150 年）であり、これは 3 伐期に相当する。地域レベルの計画期間は Suzuki 

et al.(2018)の収穫計画に合わせて 24 分期（120 年）とした。 
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条件 主伐 
利⽤⽅法 

枝打ち 再利⽤ 
A 材 B 材 C 材 

１ なし - - - - - 
２ あり 建築資材 PB バイオマス燃料 なし なし 
３ あり 建築資材 PB バイオマス燃料

と紙(50%ずつ) 
なし なし 

４ あり 建築資材 PB 紙 なし なし 
５ あり 建築資材 PB バイオマス燃料 あり なし 
６ あり 建築資材 PB バイオマス燃料 なし あり 

 

表２.条件設定 

地位 枝打ちの有無 
全収穫材のうちの材積割合 

A 材(%) Ｂ材(%) C 材(%) 
3 無 22 56 22 
 有 47 31 22 

4 無 26 44 30 
 有 42 28 30 

5 無 25 33 42 
 有 35 23 42 

 

表３.枝打ちの実施の有無による A材と B 材の材積割合の設定 
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 炭素放出量削減効果を統合的に分析するためには、いくつかの条件設定が必要になる。本研究では、主

伐の有無、C材の利用方法（バイオマス燃料または紙）、枝打ちの有無、廃棄材の再利用の有無によって６種

類の条件設定を行った（表 2）。条件１は主伐を行わないシナリオである。ただし、主伐による影響を調べる

ために、間伐は他の条件と同様に実施するものとした。対象地では丸太として採材できない部分（C 材）は

バイオマス材として利用されている（Suzuki et al., 2018）が、C 材の利用方法が炭素放出量削減効果へ与

える影響を調べるために、条件２から４を設定した。また、条件５と６は条件２にそれぞれ枝打ちの実施、

廃棄材の燃料としての再利用という要素を加えた条件設定である。炭素放出量削減効果をより大きくするた

めの方法の検討のために、これらの要素を追加した。枝打ちは木材利用のライフサイクル上での川上である

森林経営の観点からのアプローチである。枝打ちを行うことによって、材の節とトビ腐れを減らすことがで

きるが、これらはいずれも A材と B 材を区別する要因となっているので、枝打ちを適切に行うことで材の価

値が高くなることが期待される。材の価値が高いほど、より炭素固定期間の長い製品に利用されるため、枝

打ちの結果として炭素放出量削減効果は高くなることが期待される。ここでは鈴木・龍原(2016)を参考に、

枝打ちを林齢 15 年と 25 年の 2 回行うことでＡ材とＢ材の割合が６：４に誘導されると仮定した。なお、条

件５では全体の収穫量およびＣ材の収穫量は、これまで使用した Suzuki et al.(2018)と同じ値を用い、Ａ

材とＢ材の割合のみを変化させて計算を行った。例えば、伐期 50 年の仮想林分において、枝打ち導入前後の

Ａ材、Ｂ材、Ｃ材の割合は表３の通りである。次に、廃棄材の燃料としての再利用は木材のライフサイクル

における川下である、木材製品の利用及び廃棄の段階に関連したアプローチである。ここでの廃棄材の再利

用とは、建築資材およびパーティクルボードとしての炭素固定期間を終えた廃棄材について、バイオマス燃

料として再利用することである。これによって、廃棄材から追加的な燃料代替効果が生じることになる。本

研究では、Eriksson et al.(2007)と同様に廃棄材の再利用率は 100%とした。条件２から６までの各条件に

おける炭素放出量削減効果を、主伐を行わない条件１の炭素放出量削減効果と比較して、主伐を行うことの

利点を調べた。 

 さらに、GIS を用いてユニット単位での炭素放出量削減効果を空間情報と組み合わせて示し、その特徴

を調べた。
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6. 結果 

 まずは各地位について、林分レベルで条件 1 と条件 2の炭素放出量削減効果を比較した。収穫したすべ

ての C材をバイオマス燃料として利用した場合、地位３の林分では主伐を行う場合と主伐を行わない場合の

炭素放出量削減効果はほとんどの期間で同程度であり、最終的にはやや主伐ありの方が優位という結果にな

った。また、地位４および地位５の林分では計画期間を通して主伐を行うほうが優位となった（図４、左）。

主伐を行う場合の地位３、４、５の林分の150年後の炭素放出量削減効果はそれぞれ248.1 tC/ha、205.4 tC/ha、

148.0 tC/ha であり、地位が良いほど炭素放出量削減効果はより大きくなった。また、いずれの地位でも分

期が進むにつれて削減効果は増加していく傾向があった。 

 林分レベルで条件１と条件３を比較すると、いずれの地位でも主伐を行うことの優位性は認められなか

った（図５、左）。条件３の 150 年後の炭素放出量削減効果は地位の良いほうから順に、200.9 tC/ha、160.5 

tC/ha、107.5 tC/ha であり、条件２と比較してそれぞれ 19.0%、21.9%、27.4%減少した。地位が良いほど炭

素放出量削減効果が大きく、分期が進むにつれて削減効果が増えていく点は条件２と共通している。 

 同様に、林分レベルで条件 1 と条件４を比較すると、収穫したすべての C材を紙として利用した場合は、
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いずれの地位でも計画期間を通して主伐を行わない方が有利となった（図６、左）。条件４の地位３、４、５

の林分の 150 年後の炭素放出量削減効果はそれぞれ 153.8 tC/ha、115.6 tC/ha、67.0 tC/ha であり、C材の

100%をバイオマス燃料として利用する条件２と比較して削減効果がそれぞれ 38.0%、43.7%、54.7%減少した。

地位が良いほど削減効果がより大きいという点は、バイオマス利用の場合と同様である。しかし、分期が進

むにつれて炭素放出量削減効果が増大していくとは言えない結果となった。 

 また、C 材の利用方法によって区別される条件２、３、４を比較すると、バイオマス燃料としての利用

割合が大きいほど炭素放出量削減効果は大きくなり、反対に紙利用の割合が大きいほど炭素放出量削減効果

は小さくなることが分かる。また、この影響は地位が悪い林分ほど大きくなる。 
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 条件５の林分レベルでの150年後の炭素放出量削減効果は地位3で346.0 tC/ha、地位4で250.7 tC/ha、

地位5で165.8 tC/haとなり（図７、左）、枝打ち導入前の条件2と比較して削減効果がそれぞれ39.4%、22.1%、

12.0%増加した（導入前はそれぞれ 248.1 tC/ha、205.4 tC/ha、148.0 tC/ha）。 

 条件６の林分レベルでの150年後の炭素放出量削減効果は、地位の良いほうから順に、399.1 tC/ha、301.8 

tC/ha、198.9 tC/ha となり、廃棄材を燃料として再利用することで、最終的な効果が条件２と比較してそれ

ぞれ 60.9%、46.9%、34.4%増加した（図８、左）。 

 次に、収益の最大化をもたらす育林体系設定を行った場合の炭素放出量削減効果を地域レベルで計算し

た。すべての C 材をバイオマス燃料として利用する条件２の結果を見ると、いずれの地位でも計画期間を通

して、常に主伐がない条件１よりも主伐がある条件２の方が有利となった（図４、右）。またいずれの地位に

おいても、分期が進むにつれて炭素放出 
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図４.炭素放出量削減効果の推移（条件１、２） 

上段：地位３ 中段：地位４ 下段：地位５ 

左：林分レベル 右：地域レベル 

グラフの説明：「PB 放出」は PB の生産に伴う炭素放出量である。「伐採根株」「枝条リター」は伐採

後に林地に残された枯死材の炭素蓄積である。「A材蓄積」「B材蓄積」は HWP の炭素貯留効果である。

「燃料代替効果」「建築資材代替効果」は HWP の代替効果である。これらの各効果を積み上げ式で表し

た。「PB 放出」のみがマイナスの値であり、他はプラスの値である。「主伐なし」は条件１の炭素放出

量削減効果を表す。マイナスの効果に応じてグラフのベースラインを下げることで、正味の炭素放出

量削減効果を示した。 

図５.炭素放出量削減効果の推移（条件１、３） 

上段：地位３ 中段：地位４ 下段：地位５ 

左：林分レベル 右：地域レベル 

グラフの説明：「PB+紙(放出)」は PB と紙の生産に伴う炭素放出量でありマイナスの値である。「C 材

蓄積」は HWP の炭素貯留効果である。その他の凡例は図４と共通している。 

図６.炭素放出量削減効果の推移（条件１、４） 

上段：地位３ 中段：地位４ 下段：地位５ 

左：林分レベル 右：地域レベル 

グラフの説明：凡例は図５と共通している。 

図７.炭素放出量削減効果の推移（条件１、５） 

上段：地位３ 中段：地位４ 下段：地位５ 

左：林分レベル 右：地域レベル 

グラフの説明：凡例は図４と共通している。 
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量削減効果は増加していくと言える。地域レベルでの各地位の計画期間終了後の炭素放出量削減効果は、

地位３で 248951 tC、地位４で 580790 tC、地位５で 77371 tC であるので、最も削減効果が高いのは地位４

図８.炭素放出量削減効果の推移（条件１、６） 

上段：地位３ 中段：地位４ 下段：地位５ 

左：林分レベル 右：地域レベル 

グラフの説明：凡例は図４と共通している。 
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であったが、これは地位４の林分面積が他の地位よりも際立って大きいことが影響していると考えられる。

各地位について、上記の結果をヘクタール当たりの値で表すと、地位３は 326.1 tC/ha、地位４は 243.0 tC/ha、

地位５は 158.0 tC/ha となり、地位が良いほうが面積当たりの削減効果は高かった。また、このとき主伐を

行わない条件１との最終的な炭素放出量削減効果の差は、地位３で 83.0 tC/ha、地位４で 65.2 tC/ha、地位

５で 39.9 tC/ha であり、地位が良いほど主伐を行うことによる削減効果の増加量がより大きくなった。それ

ぞれの効果に注目すると、森林バイオマスの炭素蓄積と燃料代替効果および建築資材代替効果の寄与が特に

大きいと言える。バイオマス蓄積量は、森林の齢級構成の偏りやユニットの伐採時期の偏りの影響で、ある

程度の時間的変動はあるが、常に一定以上の値を示した。一方で、２種類の代替効果は計画期間の開始時点

は値が０であり、分期が進むにつれてその値は単調増加していくという点で、バイオマス蓄積とは異なる時

間的推移の傾向を示した。また、枝条リターと伐採根株という林地残材に含まれる炭素量や A材の建築資材

としての炭素固定量は比較的小さい。マイナスの効果であるパーティクルボード（PB)の生産に伴う炭素放出

量は、代替効果と同様に時間を経るごとに大きくなる効果であり、全体的な効果に与える影響は無視できな

い。 

 C 材をバイオマス燃料と紙に半分ずつ利用する条件３は、林分レベルでは不利な条件であった（図５、

左）。しかし地域レベルで見ると、短期的には主伐を行うことによって炭素放出量が増加する期間が存在する

が、長期的には主伐を行うことが不利とはならない結果となった（図５、右）。 

 すべての C材を紙として利用する条件４は、林分レベルでは地位にかかわらず炭素放出量削減の観点か

ら不利な利用方法であった（図６、左）。地域レベルで見ても、林分レベルと同様に主伐を行うことで炭素放

出量削減効果は減少した（図６、右）。 

 条件５の地域レベルでの 120 年後の炭素放出量削減効果の計算結果は地位の良いほうから順に、369845 

tC、735416 tC、88120 tC となり、条件２と条件５を比較すると、枝打ちを行うことによって地域全体の炭

素放出量削減効果が 31.6%増加し、主伐の有無による炭素放出量削減効果の差が約 2.20 倍に広がった。さら

に、地位にかかわらず計画期間を通して常に主伐を行う条件５が主伐を行わない条件１よりも炭素放出量削

減効果が高くなった（図 7、右）。 

 また、条件６の地域レベルでの最終的な削減効果は地位 3 で 373008 tC、地位 4 で 821588 tC、地位 5

で 101737 tC となり、条件２と条件６を比較すると、廃棄材の燃料再利用を行うことで地域全体の最終的な

炭素放出量削減効果は 42.9%増加し、主伐の有無による炭素放出量削減効果の差は約 2.63 倍になった。さら

に、地位にかかわらず計画期間を通して常に主伐を行う条件６が主伐を行わない条件１よりも炭素放出量削

減効果が高くなった（図 8、右）。 

 GIS を用いて、条件２での炭素放出量削減効果の推移を空間情報と組み合わせて表現した（図９）。また、

ユニットレベルの炭素放出削減効果について、林内蓄積（林分蓄積、伐採根株、枝条リター）のみを考慮し

た場合と木材利用に伴う炭素放出削減量も考慮した場合を比較した（図 10）。さらに、対象地の路網情報を

もとに、ユニットの路網からの距離と炭素放出量削減効果の関係（図 11）と、路網からの距離に応じた林分

面積（図 12）を示した。 
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図９.ユニットごとの炭素放出量削減効果の推移（条件２） 

図中の黒線は路網（国県道、林道、作業道）を表す 
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図 11.路網からの距離と炭素放出量削減効果の関係（条件 2） 

林内蓄積：森林と伐採根株、枝条リターの炭素蓄積 

伐採後蓄積：木材利用に伴う炭素放出削減量（HWP 蓄積と代替効果から PB の生産に伴う炭

素放出量を引いたもの） 

図 12.路網からの距離と林分面積の関係 

計画内：対象地の中で本研究の収穫計画の対象となった林分 

計画外：対象地の中で本研究の収穫計画の対象外となった林分 

公益財団法人電気通信普及財団 
研究調査助成報告書　第40号　2025年度



 

31 

 

 

7. 考察 

4.1 結果の解釈 

 いずれの条件設定においても見られた特徴が、同じ条件であれば地位が良いほど面積当たりの炭素放出

量削減効果が大きくなるという点である。これは、地位の良いところは面積当たりの成長量が大きく、地位

の悪いところよりも収穫材積の絶対量が大きくなるためであると考えられる。収穫材積が大きくなると炭素

放出にかかわる各効果の絶対値が大きくなるが、マイナスの効果の増加量よりもプラスの効果の増加量の方

が大きいため、収穫材積が多くなるほど炭素放出量削減効果は大きくなっていく。すなわち、より地位が良

い林分を積極的に管理することが、収益の面だけでなく炭素放出量削減の面からも効果的であると言える。 

 また、条件４以外の条件設定について当てはまる特徴が、炭素放出量削減効果は時間がたつにつれて、

単調増加ではないにしろ、徐々に増加していくという点である。主伐を行わない場合は、炭素放出量削減効

果は森林バイオマス蓄積量と言い換えることができ、森林バイオマスは伐採が行われなければ時間に伴って

増加していく。主伐を行う場合は、主伐によって森林バイオマス量は大幅に減少するが、同時にその他の効

果が増加する。主伐が行われることで増加する効果のうち、2 種類の代替効果（燃料代替効果と建築資材代

替効果）は永続的かつ累積的な効果であり、主伐が行われるごとにその量は増加し、減少しない。つまり主

伐を行う場合、炭素放出量削減効果の増加傾向は、時間に伴って単調増加する代替効果の影響によるところ

が大きい。さらに、条件２のユニットごとの炭素放出量削減効果を表した図９より、炭素放出量削減効果の

時間に伴う増加傾向は対象地全体で見られることが分かった。 

条件１と条件２の地域レベルでの比較より、主伐を伴う森林経営が森林から生じる炭素放出量削減効果を

高めることが示された（図４、右）。地域レベルでの計算で用いた収穫計画は収益の最大化を前提としている

ので、収益を最大化する経営が、同時に炭素放出量を削減するという公益的な要求をも満たすということが

示唆された。 

 主伐を行わない条件 1 と、条件３を林分レベルで比較したとき、いずれの地位でも計画期間を通して主

伐を行うことが不利になった。しかし、地域レベルで地位ごとに比較すると、長期的には主伐を行う方が炭

素放出量削減の観点から不利にはならないという結果が得られた（図５）。さらに、地位３から５までを全て

合計した地域全体の炭素放出量削減効果では、計画期間終了後に主伐を行うことの優位性が認められた。こ

のように、地理的スケールによって結果が逆転した理由を考察する。まず、森林バイオマスの成長量は林齢

が高くなるにつれて減少することや、森林バイオマスへの炭素蓄積量には限界があることから、主伐を行わ

ない場合は、分期が進んで林齢が高くなるにつれて炭素放出量削減効果の増加は鈍化する。一方で、先に述

べたように、主伐を行う場合の炭素放出量削減効果は、主に代替効果の影響によって、時間に伴い増加傾向

を示す。すなわち主伐を行って木材を利用する場合は、継続的に炭素放出量削減効果を得ることができる。

また、林分レベルと地域レベルでは前提となる林分状態が異なる。条件 3 では、初期林齢を 1年とすると、

選択した育林体系にかかわらず 120 年間を通して条件 1 の効果を下回る。しかし、120 年間を過ぎると、徐々

に条件 3 と条件 1の差が小さくなり、いずれは条件 3が上回る。地域レベルの計算の際は各ユニットの初期

林齢を考慮しているので、初期林齢が 1年と仮定した林分レベルの計算よりも、条件 3 が条件 1と比べて優

位になる。さらに、比較的短伐期な林分の方が、長伐期林分よりも条件 3 が条件 1を上回るまでに必要な期

間が短い傾向があるが、図２に示されているように、収穫計画において地位３の全林分面積のうち、伐期齢

が 75 年と 80 年という比較的短伐期な林分の面積が４分の３以上を占めている。したがって、これらの林分

が地域全体の炭素放出量削減効果に与える影響は大きいと考えられる。そのため、地域レベルでは最終的に

条件３の炭素放出量削減効果が条件１を上回ったと考えられる。このように、地域レベルでの計算ではユニ

ットごとに異なる伐期齢や初期林齢を考慮しているので、林分レベルとは結果が異なることがある。すなわ

ち、林分レベルでは主伐を行わないことが推奨される条件設定であっても、地域レベルかつ長期的に見れば、

主伐を行う方が好ましいと言える可能性がある。 

 条件２、条件３および条件４の比較から、C 材はバイオマス燃料として利用する方が紙として利用する

よりも炭素放出量削減効果が高くなるので、C 材は紙よりもバイオマス燃料として利用することが脱炭素の

観点からは好ましいと言える。紙は製品としての寿命がきわめて短く、炭素固定機能がほとんどない上に、

紙の生産に伴う炭素放出が永続的に負の効果を与えているが、バイオマス燃料は炭素放出量削減への寄与が

大きい燃料代替効果によって永続的な正の効果が得られるという違いが原因である。 

 条件２と条件５の比較によって、枝打ちの導入は炭素放出量削減効果を高める上で効果的であることが
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分かった。つまり森林経営者は、枝打ちを行うことで材の価値を高めて収益を増やすだけでなく、結果的に

炭素放出量を削減できる。さらに、地位の良い林分ほど枝打ちによる炭素放出量削減効果の増加量が大きい

ので、枝打ちを行う際は地位の良いところから行うべきだという森林経営上の指針を示した。枝打ちの導入

によって炭素放出量削減効果が増加するのは、収穫された丸太のうちの優良材（A 材）の割合が増えること

で建築資材に用いられる木材量が増え、製品への平均炭素固定期間が長くなるとともに、建築資材代替効果

が大きくなるためである。しかし、これは増加した A材がすべて建築資材として利用されることを前提とし

ている。たとえ価値の高い材が供給可能であっても、その受取先が無ければこれは実現しないので、価値の

高い材の需要を高めて利用を拡大していくことが重要であると言える。令和３年度森林・林業白書(2022)で、

社会経済生活の向上とカーボンニュートラルに寄与する「グリーン成長」を実現するためには「特に建築物

等に用いられ、比較的価格の高い製材用材の利用拡大を進めていくことが重要となっている」と述べられて

いるように、本研究の結果は政策的、社会的な要求にも合致するものである。 

 また、条件２と条件６の比較から廃棄材の再利用も炭素放出量を効果的に削減することが分かった。ま

た、その効果は森林経営者のオプション（枝打ちの導入）によるものよりも大きいことが示された。本研究

では、建築資材とパーティクルボードの廃棄材の 100%をバイオマス燃料として再利用するという理想的な仮

定に基づいて計算を行ったが、この実現可能性については本研究では扱わない。しかし、廃棄材の再利用を

進めていくことが炭素放出量削減につながるということは示された。 

本研究の対象地の森林の齢級構成は日本全体の森林の齢級構成と似通っており、50 年生を超えた林分が多

い。そこで本研究の結果をもとにして、日本の炭素放出量削減目標の達成に向けた提言を検討したい。日本

では 2021 年に「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案」が閣議決定され、2050 年ま

でのカーボンニュートラルの実現が法律に明記された。また、そのために 2030 年度に温室効果ガスを 2013

年度から 46%削減することが目標として掲げられている。これらの達成のために 2 兆円の「グリーンイノベ

ーション基金」が造成され、企業への支援体制もできている。そのため、施策・技術開発の重点をどこに置

くかが重要となっている。2050 年目標までは 30 年を切り、2030 年度目標まではすでに 10 年を切っている。

そのため、日本では短期的な炭素放出量の削減が強く求められている。本研究の計画期間は 120 年であるが、

そのはじめの 30 年（６分期）での炭素放出量削減効果を短期的な効果と見なした。３つの地位級を合計した

対象地全体での 30 年間の平均年間炭素放出削減量は、条件１から６までそれぞれ、3353.5 tC/年、5602.6 tC/

年、2984.0 tC/年、365.4 tC/年、8035.2 tC/年、6916.5 tC/年であった。最も短期的な炭素放出削減量が大

きいのは枝打ちによって優良材の生産を行う条件５であった。しかし、本研究では枝打ちによる優良材の誘

導に必要な移行期間が考慮されておらず、短期的な効果は過大評価されていると考えられる。次に年間炭素

放出削減量が大きいのは、廃棄材の燃料再利用を行う条件６であった。本研究では、計画開始時点よりも前

に生産された木材製品の廃棄材は考慮していないので、短期的な効果は過小評価されていると考えられる。

また、再利用率は 100%を仮定しているが、全国木材組合連合会のホームページによると木造住宅の解体材の

うち燃料として再利用されるものは約 16%である。これは、廃棄材の燃料再利用を拡大することで炭素放出

削減量を増やす余地が多く残っていることを意味している。したがって、廃棄材の燃料再利用は、脱炭素を

進めるうえで積極的に推奨すべき事項の一つであると言える。 

また、林内の炭素プールだけでなく木材利用によって生じる炭素放出削減量も評価することで、対象地全

体で炭素放出量削減効果は大きくなった（図 10）。つまり、森林の炭素放出量削減効果を評価する際に、林

内の炭素プールのみを考慮すると、森林経営者がなし得る環境への貢献を過小評価することになり、木材利

用によって生じる効果も考慮することによって、より正当な評価が行える。本研究は、森林経営が環境に与

える影響に関して、包括的な評価方法を提示した。また、本研究の収穫方針では路網からの距離によらず、

一定の炭素放出量削減効果を得ることができた（図 11）。図 12 のように、Suzuki et al.(2018)の示した路

網から近い森林が集中的に伐採の対象となるという結論を、より具体的な数値で確認することができた。す

なわち、図 12 では、青い棒グラフと、赤い棒グラフが、横軸０ｍを境に逆転している。つまり、伐採対象の

森林の中で、特に初期状態において既設路網と隣接している森林かどうかが、主な伐採の対象となり得るか、

またその結果としてより炭素放出削減効果を発揮し得るかを左右する一つの要因になっていると言うことが

できる。そのため、森林の炭素放出削減効果を高める施策としては、路網密度を高めることによって、経済

性が高く立地条件の良い森林で、路網と隣接している区画において、積極的に伐採と植栽の循環的利用をす

すめていくことが重要であると言える。 
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4.2 先行研究との比較 

 森林バイオマス、HWP への炭素蓄積および木材製品の使用による代替効果を統合的に分析した先行研究

として、日本を対象とした先行研究はほとんどない。ドイツで行われた Martes and Kohl(2022)では地域レ

ベルでの評価によって森林を完全に保護するよりも伐採を行う方が炭素放出量削減効果は高くなるという結

果が得られており、これは本研究の結果と一致する。また、スウェーデンを対象とした Eriksson et al.(2007)、

アメリカを対象とした Perez-Garcia et al.(2005)では林分レベルでの分析が行われ、時間経過に伴って炭

素放出量削減効果が増加していく傾向や、特に代替効果の寄与が大きいという結果など、本研究との一致が

見られた。 

 しかし林分レベルと地域レベルを組み合わせて分析した先行研究はほとんどなく、本研究で得られた、

林分レベルでは有利と言えない条件でも地域レベルでは脱炭素に寄与し得るという結果は新しい知見である

と言える。また、地域レベルでの評価を行った Martes and Kohl(2022)は、森林の保全強度を変化させたシ

ナリオ間での比較を行っており、森林経営に注目し収益の最大化を前提としている本研究とは焦点が異なる。

また、本研究は先行研究では扱われていない地位を考慮するなど、森林経営において先行研究よりも実践的

な示唆を与えた。 

 

4.3 本研究の意義 

 「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」（令和３年 10 月 22 日閣議決定）では、「利用期を迎え

た人工林について「伐って、使って、植える」循環利用を確立し、木材利用を拡大しつつ、成長の旺盛な若

い森林を確実に造成していくことが重要である」、「住宅・建築物分野は家庭・業務部門のカーボンニュート

ラルに向けて鍵となる分野であり、一度建築されると長期ストックとなる性質上、早急に取り組むべき分野

である」、「リニューアブル（バイオマス化・再生材利用等）については、更なる再生利用拡大に向け、バイ

オマス素材の高機能化や用途の拡大・低コスト化のための技術開発・実証、リサイクル技術の開発・高度化、

設備の整備、需要創出を進める」と述べられている。これをもとに策定された「革新的環境イノベーション

戦略」（令和２年 1 月 21 日統合イノベーション戦略推進会議決定）では、温室効果ガス削減量が大きく日本

の技術力による大きな貢献が可能な 39 のテーマがイノベーション・アクションプランとして定められた。そ

の中の１つに「高層建築物等の木造化やバイオマス由来素材の利用による炭素貯留」が位置づけられている。

また、「第五次環境基本計画」（平成 30 年 4 月 17 日閣議決定）で環境政策の具体的な展開として掲げられた

６つの重点戦略には、森林整備および木材利用の推進が大きくかかわっている。さらに、令和 3 年 10 月 1

日には「脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が施行さ

れ、建築物の木材利用を一層進めるとともに、農林水産省に木材利用促進本部が設置された。主伐を行わず

森林を保全するよりも、主伐を行って木材を利用する方が炭素放出量削減効果は大きくなるという本研究の

結果は、これらの木材利用の推進政策に根拠を与えるものであり、重要な政策的意義をもつ。 

 

4.4 本研究の限界 

 本研究では、炭素放出量削減に寄与するライフサイクル上の各モジュールについて、比較的単純なモデ

ルを用いた。そのため、分析の正確性には限界がある。しかし、本研究の方法では、各モジュールのモデル

の複雑化が必要となったとき、それを全体としての炭素放出量削減効果の評価に反映させることが比較的容

易にできると考えられる。 

 本研究では、建築資材、PB、紙およびバイオマス燃料の LCA について、計算を容易にするために既往の

研究結果を用いているが、これらの研究はそれぞれインベントリ分析の際に用いたデータやシステム境界、

生産・流通プロセスに違いがある。１つの森林から生産される木材を用いた複数の製品についての LCA をデ

ータの整合性をとりつつ行うことは、非常に困難であると言え、森林経営から生じる炭素放出量削減効果の

全体的な傾向を調べて比較するという本研究の目的を超える。このように、本研究では参照した文献のデー

タの整合性については許容したので、LCA の考え方を用いた炭素放出量削減効果の相対的な検討にとどまっ

た。また PB に関する日本での LCA の事例は Nakano et al.(2018)の他には無く、各製品を対象とした LCA 研

究がまだ十分な状況ではないともいえる。各製品の LCA 研究が進むことで、炭素放出量削減効果の計算にお

いてより適切なパラメータの設定が可能になると考えられる。 

 参照した LCA の先行研究について、異なる研究を参照した際の結果の違いについて検討を加える。一宮

ら(2021)は２階建て鉄筋コンクリート造特別養護老人ホームと、それと同等の木造建築を対象にして、LCA
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によって温室効果ガス排出量を比較した。この研究を用いて建築資材代替効果を算出すると、本研究よりも

建築資材代替効果が約 8.2%大きくなるが、これは結果に大きな影響を与えない。 

 本研究では、伐採が行われた林地は 100%再造林が行われることが前提となっている。再造林率を設定す

ることで全体的な炭素放出量削減効果は減少すると考えられる。また、PB と紙から生じ得る代替効果や、建

築資材の廃棄材の PB としての再利用、他の木材利用方法なども考慮されていない。このように、考慮する要

素を増やすことで本研究と異なる結果が得られることも考えられる。本研究では森林経営による炭素放出量

削減効果の全体的な傾向を見ることができた。

公益財団法人電気通信普及財団 
研究調査助成報告書　第40号　2025年度



 

35 

 

 

2. まとめ 

 本研究では、主伐を伴う適切な森林経営によって、収益を上げて持続的に経営を行いながら、炭素放出

量を削減できることが示された。この結果は、木材利用の推進政策に根拠を与えるものであり、重要な政策

的意義を持つ。また、枝打ちを実施することによって A 材割合が増加するため、枝打ちを行う集約的な施業

が炭素放出量削減効果を持っていることも示された。さらに廃棄材のバイオマス燃料としての再利用によっ

て、短期的により大きな炭素放出量削減効果が得られることが示された。 

 本研究の評価では、樹木の成長が全体的な炭素放出量削減効果を左右する重要な要素であった。例えば、

成長が良い林分（地位が良い林分）ほど炭素放出量削減効果が大きくなった。本研究は山形県内のスギ人工

林を対象として行った。日本国内でも地域によってスギ人工林の成長過程は異なるため、地域による違いが

あるかもしれない。立木の成長過程が異なる地域間で比較を行うことによって、より普遍的な結論を得るこ

とが、今後の検討課題である。 
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